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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
当社は内部統制システム整備のため、「内部統制システム構築の基本方針」に

基づき体制を整備しております。

[内部統制システム構築の基本方針]
① 当社の取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制

(1) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）による職務執行の監督機

能を維持・向上するため、執行役員制度の採用による執行機能と監督

機能の分離および独立性を考慮した社外取締役の継続的な選任を行

う。

(2) 役員および従業員は、「バッファローコンプライアンス基本方針」、

「株式会社バッファローコンプライアンスコード」に基づき、社会的

な要請に応える適法かつ公正な事業活動に努めるとともに、担当執行

役員を統括責任者として置き、その所轄下でコンプライアンスに係る

全社的な管理を行う。

(3) 当社の事業に適用される法令等を識別し、法的要求事項を順守する基

盤を整備するとともに、随時、教育や啓発を行う。

(4) 「内部通告制度」に基づき、法令違反その他コンプライアンスに関す

る問題の早期発見と是正を図る。

(5) 監査等委員会は、独立した立場から、内部統制システムの構築・運用

状況を含め、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執

行を監査する。

(6) 内部監査部門は、内部統制の評価ならびに業務の適正性および有効性

について監査する。

(7) 反社会的勢力対策に係る規程等を定め、反社会的勢力との一切の関係

遮断、不当要求の拒絶のための体制を整備する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役会その他の重要な会議における意思決定に係る情報、代表取締役

社長その他の重要な決裁に係る情報ならびに財務、その他の管理業務、リ

スクおよびコンプライアンスに関する情報について、法令・定款および社

内規程等に基づき、その保存媒体に応じた適切かつ確実な検索性の高い状

態で保存・管理することとし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。
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③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) リスクの的確な把握・評価と適切なコントロールを行うリスクマネジ

メント体制に加え、重大事案が発生した場合における被害拡大防止や

損害・損失の極小化を可能とする危機管理体制を統合した、統合リス

クマネジメント体制を確立する。

(2) 重大な危機が発生した場合には、危機管理に係る規程等に基づき、取

締役管理本部長の進言により、原則として代表取締役社長が「経営危

機対策本部」を設置し、自ら指揮を執り、迅速かつ適切な対応と早期

復旧に努める。

(3) 監査等委員会および内部監査部門は、統合リスクマネジメント体制の

実効性について監査する。

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制

(1) 取締役会における議論の質の向上および迅速な意思決定を行うため、

取締役（監査等委員である取締役を除く。）を適正な員数に保つ。

(2) 取締役会は、経営の基本方針を策定し、方針に沿った事業戦略および

諸施策の進捗状況等を定期的に検証する。

(3) 取締役会は、取締役会が定める経営機構および業務分掌に基づき、代

表取締役、業務執行取締役および執行役員に業務の執行を委任する。

(4) 代表取締役は、執行責任者として目標達成に向けた業務執行取締役お

よび執行役員の職務の執行を統括する。また、業務執行取締役および

執行役員は、担当領域の具体的な目標を決定するとともに効率的な業

務執行体制を構築する。

⑤ 当社および子会社から成る企業集団（以下、当社グループという。）に

おける業務の適正を確保するための体制

(1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体

制

・当社は子会社の経営内容を的確に把握するため、必要に応じて関係

資料等の提出を求める。

・当社は子会社に、子会社の営業成績、財政状態その他の重要な情報

について報告を求める。また、必要に応じて、当社の取締役会に子

会社の取締役または従業員が出席することを求める。
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(2) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社は、当社グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する。

(3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

・当社は、子会社の経営の自主性および独立性を尊重しつつ、当社グ

ループ経営の適正かつ効率的な運営を期する。

・当社は、子会社の事業内容や規模等に応じて、取締役会非設置会社

の選択や執行役員制度の導入を認めるなど、子会社の指揮命令系

統、権限および意思決定その他の組織に関する体制を構築させる。

(4) 子会社の取締役等および従業員の職務の執行が法令および定款に適合

することを確保するための体制

・当社は子会社に、その役員および従業員が「コンプライアンス基本

方針」、「株式会社バッファローコンプライアンスコード」に基づ

き、社会的な要請に応える適法かつ公正な事業活動に努める体制を

構築させる。

・当社は子会社に、その事業内容や規模等に応じて、適正数の監査役

やコンプライアンス推進担当者を配置する体制を構築させる。

・当社は子会社に、内部統制システムの構築・運用状況を含め、子会

社の取締役の職務執行を監査する体制を構築させる。

・当社は子会社に、法令違反その他コンプライアンスに関する問題の

早期発見、是正を図るために設置した「内部通告制度」を利用する

体制を構築させる。

(5) その他の当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

・当社は、当社と子会社間の情報の伝達や業務の有効な範囲におい

て、ＩＴを適切かつ有効に利用する。

・当社の監査等委員会および内部監査部門は、子会社の業務の適正性

について調査する。

⑥ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する事項

当社は、監査等委員会の職務を補助するため、専任の従業員を置くこと

ができる。従業員の人数、人選等については、監査等委員会と取締役（監

査等委員である取締役を除く。）が協議して決定する。
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⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき従業員の他の取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）からの独立性に関する事項ならびに当該従業員に対

する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

(1) 監査等委員会の職務を補助すべき従業員は、監査等委員会の指揮・命

令に服する。人事考課は監査等委員会が行い、人事異動、処遇につい

ては、監査等委員会と取締役（監査等委員である取締役を除く。）が

協議する。

(2) 当社は、監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関し、監査等委員

会の指揮命令に従う旨を当社の役員および従業員に周知徹底する。

⑧ 当社の監査等委員会への報告に関する体制

(1) 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および従業員が監

査等委員会に報告するための体制

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）および執行役員は、そ

の職務の執行状況について、取締役会等の重要会議を通じて監査等

委員会に定期的に報告を行うほか、必要の都度、遅滞なく報告す

る。

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員および従業

員は、監査等委員会が事業の報告を求めた場合、または監査等委員

会が当社グループの業務および財産の状況を調査する場合は、迅速

かつ的確に対応する。

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、会社に著しい損害

を及ぼした事実または及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、

直ちに監査等委員会に報告する。

(2) 子会社の取締役、監査役等および従業員またはこれらの者から報告を

受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制

・子会社の役員および従業員は、当社監査等委員会から業務執行に関

する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を

行う。

・子会社の役員および従業員は、法令等の違反行為等、当社または当

社の子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実については、こ

れを発見次第、直ちに当社の子会社を管理する部門へ報告を行う

か、または「内部通告制度」に基づく通報を行う。

・当社内部監査部門、総務部等は、定期的に当社監査等委員会に対す

る報告会を実施し、子会社における内部監査、コンプライアンス、
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リスク管理等の現状を報告する。

・「内部通告制度」における企業倫理責任者は、当社グループの役員

および従業員からの内部通報の状況について、通報者の匿名性に必

要な処置をしたうえで、定期的に当社取締役（監査等委員である取

締役を除く。）、監査等委員会および取締役会に対して報告する。

⑨ 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な

取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、監査等委員会への報告を行った当社グループの役員および従業

員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁

止し、その旨を当社グループの役員および従業員に周知徹底する。

⑩ 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に

係る方針に関する事項

(1) 監査等委員がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の

請求をしたときは、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費

用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明

した場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

(2) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎

年、一定額の予算を設ける。

⑪ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するた

めの体制

(1) 監査等委員会の監査機能の向上のため、監査等委員である取締役の選

任にあたっては、専門性のみならず独立性を考慮する。

(2) 監査等委員会は、会計監査人、内部監査部門および当社グループの監

査役等と、情報・意見交換等を行うための会合を定期的に開催し、緊

密な連携を図る。

(3) 監査等委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務

執行の監査および監査体制の整備のため、代表取締役と定期的に会合

を開催する。

(4) 監査等委員会は、職務の遂行にあたり必要な場合には、弁護士または

公認会計士等の外部専門家との連携を図る。
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[業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要]
  当社の取締役会が定めた「内部統制システム構築の基本方針」に基づく運

用状況の概要は以下のとおりであります。

　取締役会は、代表取締役１名、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）３名及び監査等委員である取締役３名（内、社外取締役２名）の計７

名で構成され、当事業年度は17回開催（毎月1回以上）いたしました。経営

上の重要な意思決定を行うとともに、経営上のリスクの識別及び分析等を実

施し、その対応策について重点的に協議を行っております。

　また、執行役員制度を導入しており、各執行役員は、代表取締役の指揮・

監督のもとで各自の担当職務を執行しております。

　子会社については、「子会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社取締

役会において審議し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性のある

管理の実現に努めました。

　内部監査室は、内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状況につ

いて、各部店を対象とする内部監査を実施し、その結果及び改善状況を代表

取締役及び監査等委員会に報告しております。

　監査等委員会は、当事業年度において16回開催（毎月1回以上）され、監

査等委員全員が全てに出席しております。監査等委員会が定めた監査方針及

び監査計画に基づき、各監査等委員は重要な会議に出席して助言・提言を行

うとともに、重要な決裁書類等の閲覧・ヒアリング等を行い業務執行取締役

の意思決定の過程・業務執行状況について監査・監視を行っております。

　監査等委員会と会計監査人は、監査報告会等により定期的に意見交換を行

い、情報の共有と問題点に関する認識の一致を図り、監査の実効性を高めて

おります。
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

株 主 資 本
その他の包括
利 益 累 計 額

純 資 産
合 計

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利 益 累 計 額
合 計

期 首 残 高 614,661 589,245 4,257,952 △117 5,461,743 △24 △24 5,461,718

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

△37,089 △37,089 △37,089

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

614,661 589,245 4,220,863 △117 5,424,653 △24 △24 5,424,629

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △90,928 △90,928 △90,928

親会社株主に帰属
する当期純利益

351,617 351,617 351,617

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△161 △161 △161

当期変動額合計 － － 260,689 － 260,689 △161 △161 260,527

当 期 末 残 高 614,661 589,245 4,481,552 △117 5,685,342 △185 △185 5,685,156

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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イ．有形固定資産

　　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、事業用定期借地契

約による借地上の建物については、耐用年数を定期借

地期間とし、残存価額を零とした定額法によっており

ます。

連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

　・連結子会社の数 1社

　・連結子会社の名称 株式会社バッファローフードサービス

②　非連結子会社の状況

　・非連結子会社の名称 株式会社ファイバーワーク

　・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響

を及ぼさないため、連結の範囲から除外しておりま

す。

(2) 持分法の適用に関する事項

　該当会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結計算書類の作成に当たり、連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致してお

ります。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

　・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

　・市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　商品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を

採用しております。

② 固定資産の減価償却の方法

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　　２～34年

機械装置及び運搬具　　　　　　２～15年

その他　　　　　　　　　　　　２～14年
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ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。また、事業用定期

借地権については、契約年数を基準とした定額法によ

っております。

④ 退職給付に係る

　　会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債

及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

③ 引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のう

ち当連結会計年度に負担すべき額を計上しておりま

す。

⑤ 収益及び費用の計上基準

オートバックス事業における商品又はサービスの販売に係る収益は、主に店舗小売等に

よる販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品又はサービスを引き渡す履行義務を負

っております。当該履行義務は、商品又はサービスを引き渡す一時点において、顧客が当

該商品又はサービスに対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識

しております。商品の保証・預りサービスに係る収益は、主に商品の延長保証・保管預り

サービスであり、顧客との契約に基づいて保証・預りサービスを提供する履行義務を負っ

ております。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務

の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。当社が代理人として商品又はサービス

の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。

飲食事業における飲食サービスの提供に係る収益は、主に店舗における飲食料品の提供

による販売であり、顧客の注文に基づいた飲食料品を提供する履行義務を負っておりま

す。当該履行義務は、飲食料品を提供する一時点において、顧客が当該飲食料品に対する

支配を獲得して充足されると判断し、提供時点で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）

(1) 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービス

の支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額
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で収益を認識することといたしました。これにより、履行義務の識別及び充足時点を検討

した結果、オートバックス事業における保証サービスの一部について、従来は一時点の収

益として認識していたものを、一定期間にわたり収益を認識する方法に変更いたしまし

た。また、同サービスのうち、代理人として行われる取引については、純額で収益を認識

する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し

た場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高か

ら新たな会計方針を適用しております。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結貸借対

照表は、流動資産の「その他」に含まれる前払費用が52,239千円増加し、流動負債の「そ

の他」に含まれる前受収益が105,694千円増加しております。当連結会計年度の連結損益

計算書は、売上高は6,894千円減少、売上原価は611千円減少、販売費及び一般管理費は

8,799千円減少、営業利益は2,516千円増加、営業外収益は2,636千円減少、営業外費用は

30千円減少、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ89千円減少しております。

当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本

等変動計算書の利益剰余金の期首残高は37,089千円減少しております。

１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

(2) 時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価

算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19

項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来

にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類への影響はありませ

ん。
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（単位：千円）

報告セグメント

オートバックス事業 飲食事業 計

一時点で移転される財 9,354,373 426,469 9,780,842

一定の期間にわたり移転される財 220,023 － 220,023

顧客との契約から生じる収益 9,574,396 426,469 10,000,866

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 9,574,396 426,469 10,000,866

（単位：千円）

当連結会計年度

有形固定資産

オートバックス事業 1,786,766

飲食事業 156,398

３．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

  主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、172,222千円で

あり、当社グループは、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて１年から２年

の間で収益を認識することを見込んでいます。

４．会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、有形固定資産等について、資産又は資産グループの減損の兆候の有無を判

定しています。資産又は資産グループが減損している可能性を示す兆候が存在し認識の必要が

生じた場合には、当該資産又は資産グループの回収可能価額の見積りを行っています。資産又

は資産グループの回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額としてお

り、資産又は資産グループの回収可能価額が帳簿価額を下回るものについて、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該損失を減損損失として計上しています。使用価値の算定にあたって
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(1) 契約負債の残高（注） 172,222千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,704,907千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,275,374株 －株 －株 2,275,374株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,156株 －株 －株 2,156株

・配当金の総額 45,464千円

・１株当たり配当金額 20円

・基準日 2021年３月31日

・効力発生日 2021年６月21日

は、資産又は資産グループの経済的残存使用年数や将来キャッシュ・フロー、割引率等につい

て、一定の仮定に基づいています。

減損の兆候、認識、測定において使用した営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・フロー

の見込みや将来キャッシュ・フローは、翌期以降の損益計画に基づいて見積りを行っており、

当該損益計画には来店者数や客単価等の一定の仮定が含まれます。

なお、将来キャッシュ・フローの見積りにおいて、新型コロナウイルス感染症の影響は、著

しい影響はないものの、翌連結会計年度中には一定の影響が継続するものと仮定しておりま

す。

これらの見積り及び仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しており適切であると

考えていますが、市場環境の変化等によりその見積りの前提とした仮定に変更が生じた場合

は、翌連結会計年度において減損損失が発生する可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記

（注）契約負債は、連結貸借対照表のうち流動負債の「その他」に含まれております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項

(3) 配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．2021年６月18日開催の第39期定時株主総会決議による配当に関する事項
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・配当金の総額 45,464千円

・１株当たり配当金額 20円

・基準日 2021年９月30日

・効力発生日 2021年12月１日

・配当金の総額 45,464千円

・１株当たり配当金額 20円

・配当金の原資 利益剰余金

・基準日 2022年３月31日

・効力発生日 2022年６月20日

ロ．2021年10月29日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

 2022年６月17日開催の第40期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入によ

る方針であります。なお、デリバティブ取引及び投機的な取引は基本的に行わない方針で

あります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、主に相手先がローン及びクレジット会社であります。

　差入保証金は、主に当社グループの事業所の賃借に係るものであります。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算

日後１年２ヶ月であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

 ア. 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

営業債権については、経理部において取引先毎に期日及び残高を管理しております。

 イ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　該当事項はありません。

 ウ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより

流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 短期貸付金 2,400 2,437 37

(2) 関係会社株式 2,017 2,017 －

(3) 長期貸付金 1,400 1,403 3

(4) 差入保証金 709,708 747,192 37,484

(5) 1年内返済予定の長期借入金 29,520 29,538 18

(6) リース債務（流動負債） 15,221 15,217 △3

(7) 長期借入金 8,120 8,102 △17

(8) 長期未払金 32,357 33,224 866

(9) リース債務（固定負債） 58,226 57,972 △254

(2) 金融商品の時価等に関する事項

  2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額 15,000千円）

は、「関係会社株式」には含めておりません。また、現金及び預金、売掛金、買掛金、未払

法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略してお

ります。

（3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相

場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ

ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル

に時価を分類しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

関係会社株式 2,017 － － 2,017

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

短期貸付金 － 2,437 － 2,437

長期貸付金 － 1,403 － 1,403

差入保証金 － 747,192 － 747,192

1年内返済予定の長期借入金 － 29,538 － 29,538

リース債務（流動負債） － 15,217 － 15,217

長期借入金 － 8,102 － 8,102

長期未払金 － 33,224 33,224

リース債務（固定負債） － 57,972 － 57,972

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

関係会社株式

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

短期貸付金及び長期貸付金

　これらの時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごと

に、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを

上乗せした利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類

しております。

差入保証金

　差入保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率

を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金、長期未払金及びリース債務

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味

した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類して

おります。
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(1) １株当たり純資産額 2,500円93銭

(2) １株当たり当期純利益 154円68銭

場所 用途 種類 減損損失

東京都 店舗 機械装置及び運搬具等 20,817千円

場所 用途 種類 減損損失

東京都 店舗 建物、その他等 25,810千円

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

10．減損損失に関する注記

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しま

した。

(1) オートバックス事業

(2) 飲食事業

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としてグ

ルーピングを行っております。その結果、営業活動から生じる損益が継続してマイナスである

資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（46,627

千円）として特別損失に計上しました。

なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しております。使用価値につい

ては、将来キャッシュ・フローがマイナスと見込まれるため、零としております。
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 614,661 589,245 589,245 35,575 3,500,000 771,289 4,306,864

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

△37,089 △37,089

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

614,661 589,245 589,245 35,575 3,500,000 734,200 4,269,775

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 100,000 △100,000 －

剰余金の配当 △90,928 △90,928

当 期 純 利 益 357,368 357,368

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － 100,000 166,439 266,439

当 期 末 残 高 614,661 589,245 589,245 35,575 3,600,000 900,639 4,536,214

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △117 5,510,655 △24 △24 5,510,630

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

△37,089 △37,089

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

△117 5,473,565 △24 △24 5,473,541

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △90,928 △90,928

当 期 純 利 益 357,368 357,368

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△161 △161 △161

当期変動額合計 － 266,439 △161 △161 266,277

当 期 末 残 高 △117 5,740,004 △185 △185 5,739,819

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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①　有形固定資産

　　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、事業用定期借地契

約による借地上の建物については、耐用年数を定期借

地期間とし、残存価額を零とした定額法によっており

ます。

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。また、事業用定期

借地権については、契約年数を基準とした定額法によ

っております。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等

　主として移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　商品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を

採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　３～34年

構築物　　　　　　　　　　　　２～20年

機械及び装置　　　　　　　　　２～15年

車両運搬具　　　　　　　　　　２～６年

工具、器具及び備品　　　　　　２～14年

③　リース資産 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のう

ち当事業年度に負担すべき額を計上しております。
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③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び

退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

適用しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

商品又はサービスの販売に係る収益は、主に店舗小売等による販売であり、顧客との販売

契約に基づいて商品又はサービスを引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、

商品又はサービスを引き渡す一時点において、顧客が当該商品又はサービスに対する支配を

獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。商品の保証・預りサー

ビスに係る収益は、主に商品の延長保証・保管預りサービスであり、顧客との契約に基づい

て保証・預りサービスを提供する履行義務を負っております。当該契約は、一定の期間にわ

たり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しており

ます。当社が代理人として商品又はサービスの販売に関与している場合には、純額で収益を

認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）

(1) 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収

益を認識することといたしました。これにより、履行義務の識別及び充足時点を検討した

結果、商品の保証サービスの一部について、従来は一時点の収益として認識していたもの

を、一定期間にわたり収益を認識する方法に変更いたしました。また、同サービスのう

ち、代理人として行われる取引については、純額で収益を認識する方法に変更しておりま

す。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場

合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな

会計方針を適用しております。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の貸借対照表は、

前払費用が52,239千円増加し、前受収益が105,694千円増加しております。当事業年度の

損益計算書は、売上高は6,894千円減少、売上原価は611千円減少、販売費及び一般管理費

は8,799千円減少、営業利益は2,516千円増加、営業外収益は2,636千円減少、営業外費用

は30千円減少、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ89千円減少しております。

当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計

算書の利益剰余金の期首残高は37,089千円減少しております。

１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

(2) 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価
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（単位：千円）

当事業年度

有形固定資産 1,786,766

（単位：千円）

当事業年度

関係会社株式 170,000

関係会社短期貸付金 200,000

算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及

び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわ

たって適用することといたしました。これによる計算書類への影響はありません。

３．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4) 収益及び費用の計上基準」に記載のと

おりであります。

４．会計上の見積りに関する注記

(1) 固定資産の減損

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報については、連結計算書類

の連結注記表「４．会計上の見積りに関する注記　固定資産の減損　(2)識別した項目に係

る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記

を省略しております。

(2) 飲食事業子会社への投融資の評価

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、市場価格のない子会社株式について発行会社の財政状態の悪化により実質価額が

著しく下落した場合には、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて減額

処理を行っております。また、子会社への貸付金について、融資先の支払能力を総合的に勘

案し、回収不能と見込まれる金額について貸倒引当金を計上しております。当社は、市場価

格のない子会社株式の実質価額の回復可能性の判定及び子会社への貸付金の回収可能性の判

定にあたり、将来キャッシュ・フローは翌期以降の損益計画に基づいて見積りを行ってお

り、当該損益計画には、来店者数や客単価等の一定の仮定が含まれます。

なお、将来キャッシュ・フローの見積りにおいて、新型コロナウイルス感染症の影響は、

著しい影響はないものの、翌事業年度中には一定の影響が継続するものと仮定しています。

これらの見積り及び仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しており適切である

と考えていますが、市場環境の変化等によりその見積りの前提とした仮定に変更が生じた場
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(1) 契約負債の残高（注） 172,222千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,673,557千円

①　短期金銭債権 207,626千円

②　短期金銭債務 458,142千円

③　長期金銭債権 244,110千円

①　仕入高 4,099,223千円

②　その他の営業取引高 411,583千円

③　営業取引以外の取引高 8,110千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,275,374株 －株 －株 2,275,374株

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,156株 －株 －株 2,156株

合は、翌事業年度において関係会社株式の減損処理および関係会社短期貸付金に対する貸倒

引当金の計上による損失が発生する可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記

（注）契約負債は、貸借対照表の「前受収益」に含まれております。

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務

６．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

７．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項
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　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 （単位：千円）

繰延税金資産

賞与引当金 40,673

棚卸資産仕入割戻配賦額 40,755

棚卸資産評価損 17,949

未払事業税 8,143

未払費用 6,080

退職給付引当金 164,042

減損損失 55,791

資産除去債務 23,472

減価償却費 23,284

前受収益 32,236

その他 30,718

繰延税金資産合計 443,148

繰延税金負債

前払費用 △15,933

資産除去債務に対する資産 △3,345

繰延税金負債合計 △19,278

差引：繰延税金資産の純額 423,869

種 類 会 社 等
の 名 称

議決権等の所
有(被所有)割
合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取 引 金 額

(千円)
科 目

期 末 残 高

(千円)

その他の
関係会社

㈱オートバッ
クスセブン

( 被 所 有 )
　直接
　　21.9％

商品の仕入先
商 品 の 仕 入
（注１）

3,914,788
買 掛 金 426,507

未 収 入 金 166

販売協賛金の受取
り

受取協賛金等
（注２）

510 未 収 入 金 4,412

土地建物の賃借
賃借料の支払
（注３）

161,580

前 払 費 用 14,811

長 期 前 払
費 用

28,711

差入保証金 242,710

８．税効果会計に関する注記

９．リースにより使用する固定資産に関する注記

該当事項はありません。

10．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

（注）上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．商品の仕入については、他のフランチャイジーと同様の条件であります。

２．販促企画等に基づき、期首において取引条件を決定、又は、期中における条件交渉

により決定しております。
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種 類 会 社 等
の 名 称

議決権等の所
有(被所有)割
合

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容

取 引 金 額

(千円)
科 目

期 末 残 高

(千円)

子会社
㈱バッファロー
フードサービス
（ 注 １ ）

（ 所 有 ）
　直接
　　100％

資金の援助
役員の兼任

資 金 の 貸 付
(注２)

20,000 短期貸付金 200,000

利 息 の 受 取
（注２）

1,259
その他

流動負債
641

種 類 会 社 等
の 名 称

議決権等の所
有(被所有)割
合

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容

取 引 金 額

(千円)
科 目

期 末 残 高

(千円)

その他の
関係会社
の子会社

㈱オートバック
スフィナンシャ
ル サ ー ビ ス

－

設備のリース

支払リース料
(注)

926
リース債務

(流動)
684

支 払 利 息
（注）

33
リース債務

(固定)
－

ローン・クレジッ
ト債権の回収

債権回収高 6,049,966
売 掛 金 497,256

支払手数料 138,944

(1) １株当たり純資産額 2,524円98銭

(2) １株当たり当期純利益 157円21銭

３．賃借料の支払は、近隣の取引実勢等に基づいて賃借料金額を決定しております。

(2) 子会社等

（注）上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．当社取締役町田明氏が代表取締役社長を務めております。

２．取引金額20,000千円は当期中に貸付けた金額であります。また、資金の貸付利率

は、市場金利を勘案して決定しております。

(3) 兄弟会社等

（注）上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）リース料については、提示された見積りを他社より入手した見積りと比較のうえ、交渉

により決定しております。

11．１株当たり情報に関する注記

12．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

13．連結配当規制適用会社に関する注記

該当事項はありません。
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場所 用途 種類 減損損失

東京都 店舗 機械及び装置等 20,817千円

14．減損損失に関する注記

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としてグルーピン

グを行っております。その結果、営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グル

ープについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（20,817千円）と

して特別損失に計上しました。

なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しております。使用価値につ

いては、将来キャッシュ・フローがマイナスと見込まれるため、零としております。
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